
海外子女教育に関する文部科学省の施策

在外教育施設（義務教育段階）に関するもの
１．日本人学校・補習授業校への教員派遣

遣派員教職現）１（ 
　文部科学省では、海外子女教育の重要性にかんがみ、日本人学校・補習授業校の教育の充実を
図るため、現職の教員を募集しています。海外に在留する邦人組織の団体が設置した日本人学
校・補習授業校には、国内の義務教育諸学校の教員（主に公立学校の教員）を原則2年間（評価
に応じて最大２年間の延長が可能）派遣しています。
　ただし、補習授業校に関しては大規模な施設に対し、基幹的な役割を果たす教員を派遣してい
ます。
　平成26年度の派遣教員定数は1,070人です。例年、4月頃に都道府県教育委員会等へ派遣教
員の推薦を依頼しています。

員教遣派アニシ）２（ 
　平成19年度から在外教育施設の派遣教員経験を持つ退職教員を派遣しています。平成22年度
募集から、それまで管理職に限っていた募集の対象職種を教諭まで拡大、また平成24年度募集
からは教諭に限り派遣教員経験が無い場合も応募可能としました。平成26年度のシニア派遣教
員定数は87人です。例年、４月頃に募集を開始しています。

２．国内の学校法人等が設置した学校への教員派遣
　国内の学校法人等が母体となっている学校の教員確保を図るための経費を補助しています。

３．教材整備の推進
　公益財団法人海外子女教育振興財団が、文部科学省の補助を受けて、在外教育施設への教材
整備を行っています。

派遣教員
研修出張命令
（教特法22条３項）
（国内）給与の支給

日本人学校教員
（校長、教頭、教諭）の選考・委嘱
在勤手当・旅費等の支給

公用旅券の発給

教育委員会

文部科学省

外務省

委託費
（国内給与負担）

推薦

連携・協力

教員の
推薦依頼

[公立学校教員の場合]

27

27

1,084

シニア教員派遣

４．派遣教員の資質向上のための施策
　派遣教員のための各種協議会・研修会・巡回指導を実施しています。

５．安全対策
　危機管理・健康安全対策等、分野別に安全対策資料を作成し、日本人学校等へ配布してい

６．補習授業校のための指導資料の作成
　海外子女教育の専門家や補習授業校での指導経験者の協力により、指導計画や指導案等を
作成・配布しています。

１．義務教育教科書の給与
　海外に在留し、またこれから出国する義務教育段階相当年齢の子供を対象として、国内
で最も多く採択されている義務教育教科書を給与しています。

２．通信教育の実施
　文部科学省の補助事業として、公益財団法人海外子女教育振興財団において実施しています。

１． ホームページ「クラリネット」での情報提供
　海外子女教育・帰国児童生徒教育等に関する情報の提供を行っています。
　URL http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/main7_a2.htm

２．国際教育センターでの情報提供
　国立大学法人東京学芸大学に全国共同利用施設として設置し、海外子女教育や帰国児童生
徒教育等について専門的な研究を行っています。
　URL http://crie.u-gakugei.ac.jp/

在外教育施設（高等学校段階）に関するもの
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○　高等部の授業料支援
　文部科学大臣の認定を受けた在外教育施設の高等部に平成26年度以降入学した生徒に対して、
国内の高等学校等就学支援金に相当する支援として、授業料の一部を支給しています。
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　配布や巡回指導を実施しています。
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